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「平成１４年度 電気通信番号に関する研究会」報告書（案）に関し、別紙の通り意見

を提出します。 
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（別紙） 

 

この度は、標記の件につきまして、意見提出の機会を設けて頂いたことに厚く御礼申し

上げます。下記の通り弊社の意見を述べさせて頂きますので、宜しくお取り計らい頂きま

すようお願い申し上げます。 

 

「第２章 ＥＮＵＭ導入に向けての検討課題」について 

２．５ 今後の検討の進め方 

 ＥＮＵＭに関する検討は、「ＥＮＵＭ研究グループ」と連携しながら引き続き検討して

いくことが必要である。ＥＮＵＭを実現するための技術的な課題、システム等の検討は、

「ＥＮＵＭ研究グループ」のなかで検討を行うこととし、ＥＮＵＭを導入する場合におけ

るＥ．１６４番号の利用の在り方、ＥＮＵＭ ＤＮＳ登録情報に関する要求条件等の制度

面の課題については、総務省に設けた「ＥＮＵＭ検討小グループ」等の場において検討し

ていくこととする。いずれの場の検討においても、ユーザＥＮＵＭと事業者ＥＮＵＭとで

要求される条件や課題が異なることから、今後の検討においては、この分類を明確にした

上で検討を進める必要がある。（２９ページ） 

ＥＮＵＭの導入については、基本的な考え方として報告書案に賛成致します。但し、

ＥＮＵＭの導入は公共的な影響の大きな話であるため、ＥＮＵＭの実現の検討にあたっ

ては広く公に情報を公開しつつ、関係事業者並びに消費者に対しＥＮＵＭの導入の公平

な結果が得られるよう進めて頂きたいと考えます。 

 

 

「第３章 一種・二種の事業区分廃止に伴う番号計画の見直し」について 

 ３．３ 電気通信番号の指定要件の見直しの方向性 

（３）電気通信番号の指定要件の見直しに係る基本的な考え方 

現在、第一種電気通信事業者が使用している電気通信番号については、現状では第一種

電気通信事業者が事業参入時に許可を受けることや技術基準適合維持義務が課されるこ

と等が前提となっている。このため、電気通信番号規則においては、第一種電気通信事業

者を指定対象とすることによって、個別具体的な要件の記述はなされていなくとも、第一

種電気通信事業者に課されている規律を満足することが電気通信番号を指定する際の実

質的な要件となっていると考えられる。電気通信番号の指定要件を見直すにあたっては、

この点を考慮することが必要である。また、電気通信番号は広く一般の利用者に利用され

ていることから、利用者の利便性を確保することが重要であり、特に、これまで利用して

きている電気通信番号については、継続的な利用を確保することが必要である。 

（３５ページ） 

現在の技術基準は従来の電気通信設備を前提としている。今後も技術基準を電気通信

番号の指定要件の一つとするのであれば、今日の技術発展を踏まえた技術基準の抜本的
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な見直しが必要であると考えます。 

また電気通信のサービス品質については、事業者が提供するサービス品質により規律

が整えられるのではなく、利用者の選択に委ねられるべきであると考えます。 

 

 ３．４ 固定端末系伝送路設備、無線呼出しの役務に係る端末系伝送路設備等を識別 
するための電気通信番号（０ＡＢ～Ｊ） 

（４）指定にあたって考慮すべき事項 
 エ 緊急通報の扱い 
 ０ＡＢ～Ｊ番号を用いている電気通信役務においては、一部の直収サービス等を除き、

アナログ固定電話とＩＳＤＮについては緊急通報が実現している。（３９ページ） 
 消防や救急、警察等への緊急通報体制の整備は、広く国民の安全にかかわる社会基盤の

整備でもあり、政府行政の義務の一つであると言えます。この社会的コストは一部の特定

の企業が負担するべきものではありません。また IP 電話等の事業者にとって、緊急通報の

コストを負担することは、緊急通報を導入する足かせになるとも考えられます。 IP 電話か

らの緊急通報を経済的に実現する方法について国が主体になって検討を行い、コストは政

府行政、例えば警察や消防等、通報を受ける側が国家予算に組み込んで負担し、安全安心

な社会の構築をめざすべきであると考えます。 
 更に、消防及び救急への緊急通報の接続実現に於いては、全国９００拠点以上もの司

令室機関との個別の接続交渉が必要になるなど、電気通信事業者の負担が掛かりすぎて

いるのが現状です。緊急通報の取り扱いを整理するのであれば、行政機関の対応状況も

踏まえ政府行政が接続しやすい環境を構築すべきであると考えます。 
 
 ３．５ 電気通信事業者の電気通信設備を識別するための電気通信番号（００ＸＹ、 

００２ＹＺ、００９１Ｎ１Ｎ２） 
 （４）指定要件の見直しの方向性 
 一種・二種の事業区分の廃止後の事業者識別番号の指定の考え方については、例えば、

次の２つの方法が想定される。 
方法１：電気通信回線設備を設置する事業者は、技術基準適合維持義務や接続義務を課さ

れていることから、サービスの安定性等が担保されているということから、００

ＸＹを、それ以外の事業者には００９１Ｎ１Ｎ２を指定する。 
方法２：新規の事業者に対しては、一律に００２ＹＺ番号を割り当てる。現在用いられて

いない００ＸＹ番号や、既存事業者から返却された００ＸＹ番号については、０

０２ＹＺが逼迫した場合に００ＸＹＺという形で利用する新たな番号空間４２

として留保するものとする。現在使用されている００９１Ｎ１Ｎ２については、

００２ＹＺへの移行を可能とする。（４２，４３ページ） 
 新規の事業者に対して一律に００２ＹＺ番号を割り当てる方法には反対致します。電気

通信回線設備を設置していることを条件とはせずに、一定の技術基準を満たし、サービス
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の安定性等が担保されている事業者には００ＸＹを指定しても良いと考えます。 
即ち、方法３として以下のように追加することを提案致します。 
方法３：新規の事業者に対しては、電気通信回線設備を設置していることを条件とはせ

ずに、一定の技術基準を満たし、サービスの安定性等が担保されている事業者

には００ＸＹを指定すべである。それ以外の事業者に対しては００２ＹＺ番号

を割り当てる。 
 
 ３．６ 付加機能識別番号（０ＡＢ０） 
 （３）指定要件の見直しの方向性 
 付加サービスを提供するためのサービス制御機能を有し、既存の電話網との接続を行う

ことで、付加サービスが確実に提供できる事業者に対し、一種・二種のような事業者の区

別を設けることなく番号を指定することが適当である。（４４ページ） 
 付加機能識別番号の指定要件の見直しの方向性として、報告書案に賛成致します。 
 

 

以上 
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